
オバマ米大統領のプラハ演説

2009年4月5日、米オバマ大統領は、プラハで演説し、「核兵器を使用した
唯一の核保有国として、米国には行動する道義的責任がある」と述べ、米大統
領として初めて「核兵器のない世界の平和と安全を追求することを誓約したい」
と宣言した。

❖プラハにおけるバラク・オバマ大統領の演説（抜粋）❖
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（前略）
 　20世紀に我々が自由をめざし闘ったように、21世紀において我々は、恐怖から解き放たれて生
きるというすべての人々の権利をめざし共に闘わなければならない。核保有国として、核兵器を使
用した唯一の核保有国として、米国には行動する道義的責任がある。我々だけではこの努力を成功
に導くことはできない。しかし我々は先導できる。スタートを切ることができる。
　そこで本日、私ははっきりと、信念を持って、アメリカは核兵器のない世界の平和と安全を追求す
ることを誓約したい。私はナイーブな人間ではない。この目標は直ちに達成できるものではない、お
そらく私の生きている間には。忍耐と粘り強さが必要である。しかし我々は今、世界は変わらないと
我々にささやく声に惑わされてはならない。我々は 主張し続けなければならない、「そう、我々には
できる」と。
　では、進むべき道筋について説明しよう。第一に、米国は核兵器のない世界に向けた具体的措置を
講じる。冷戦思考に終止符を打つべく、我が国の国家安全保障戦略における核兵器の役割を低下させ、
他の国家にも同調するよう要請する。誤解のないよう言っておきたいが、核兵器が存在する限り、米
国はいかなる敵をも抑止できる安全、安心で効果的な核兵器保有を継続する。また、チェコ共和国を
含め、我々の同盟国に対する防衛を保証する。だが我々は米国の保有核兵器を削減する作業を開始
する。 
　我々の弾頭と備蓄の削減に向けて、我々は今年、ロシアとの間で新たな戦略兵器削減条約を交渉
する。メドベージェフ大統領と私はロンドンでこのプロセスを開始した。今年末までに、法的拘束力
を有するとともに十分に大胆な新合意を達成する。これはさらなる削減への足場となるものであり、
我々はこの努力にすべての核兵器国を参加させるべく努める。 
　核実験のグローバルな禁止を実現するために、私の政権は速やかに、かつ果敢に、包括的核実験禁
止条約（CTBT）の批准を追求する。

（略）
　第二に、我々は協力の礎である核不拡散条約（NPT）をともに強化してゆく。
　核兵器を持つ国は軍縮に向かって進み、核兵器を持たない国はそれらを取得せず、すべての国は
平和的核エネルギーへのアクセスを有する。この基本的取引は確固たるものである。NPTを強化す
るために、我々はいくつかの原則を受け入れなければならない。国際査察を強化するためには、我々
にはさらなる資源と権限が必要である。正当な理由なくルールを破り、条約からの脱退を試みる国
家は現実的かつただちに報いを受けなければならない。

（略） 
　このような広範な課題に取り組むことができるのかと疑問に思う人もいるだろう。国家間の相違
は抜き難くあるのだから、真の国際協力の可能性に異を唱える人もいるだろう。核兵器のない世界
という議論を聞いて、達成不可能に思える目標を設定することの意義を疑う人もいるだろう。
　しかし間違いのないように言っておきたい。我々は道がどこに向かっているかを知っている。国
家あるいは人々が、相違点をもって自らが定義されると考えるならば、溝はさらに深まってゆく。我々
が平和の追求を断念すれば、それは永遠に我々の手の届かないところに留まる。恐怖ではなく希望
を選ぶ道を我々は知っている。協力の求めを非難し軽んじることは簡単だが、それは臆病者のする

2009年4月5日、プラハ
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ことだ。戦争はそのようにして始まる。そこで人類の前進は止まる。
（後略）

出典: 米大統領府HP
https://obamawhitehouse.archives.gov/the-press-office/remarks-president-barack-
obama-prague-delivered
アクセス日：2021年4月16日

7.　トランプ政権の核態勢見直し

2018年2月2日、米国防総省は、トランプ政権下での「核態勢見直し（NPR）」
を発表した。核兵器の役割の縮小を目指したオバマ政権の政策を逆転させ、
核兵器の柔軟な使用可能性を追求するものとなった。既存のSLBM弾頭の一
部の低威力爆弾への改修、海洋発射核巡航ミサイルの復活、核・非核両用航空
機の拡充などを打ち出した。以下では、要約部分と日本に関係が深い個所の
抜粋訳を掲載する。

❖核態勢見直し(抜粋)❖
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要約
序（略）

進展し不確定な国際安全保障環境
　米国は核兵器の数と重要性を低減し続けてきたが、ロシアと中国を含む他国は逆の方向に進んで
きた。他国は保有兵器に新型の核能力を追加し、戦略と計画における核戦力の重要性を増大させ、宇
宙空間およびサイバー空間を含めて、これまでにも増して攻撃的行動を行うようになっている。北
朝鮮は国連（UN）安全保障理事会の決議に直接違反して非合法な核兵器やミサイル能力の追求を
続けている。イランは包括的共同行動計画（JCPOA）において自国の核プログラムへの制約に合意
した。にもかかわらず、同国は決定を下せば１年以内に核兵器を開発するために必要な科学技術の
力と多くの能力を保持している。（略）
　米国はロシアや中国を敵対国家と見なすことを望んでおらず、両国と安定した関係を模索している。
我々は長年にわたり、米中それぞれの核政策、ドクトリン、能力への理解を強化し、透明性を改善し、
誤算と誤解に対するリスク管理を助けるために中国との対話を求めてきた。我々は中国がこの関心
を共有し、意味ある対話を開始することを希望している。米国とロシアは過去において、核競争と核
リスクを管理するための戦略的対話を維持した。ロシアのクリミア占領を含む行動により、この建
設的な関与は大幅に低下してきた。我々は、ロシアとの透明性ある建設的な関与を再び許容する条
件が整うよう期待している。（略）

米国の核能力の価値
　米国の核能力と抑止戦略が米国、同盟国、パートナー国の安全保障に必要であるという根本的理
由は明白である。米国の核能力は、核・非核攻撃の抑止に不可欠の貢献をしている。それが提供する
抑止効果は敵対国の核攻撃を防止する上で独特かつ不可欠であり、米国の最優先課題である。
　米国の核能力は全ての紛争を防止できるわけではないし、そう期待されるべきでもない。しかし、
それは核・非核攻撃の双方の抑止に独特の貢献をする。（略）

2018年2月　米国防長官府
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